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はじめに

　本論文の目的は，塘沽停戦協定の締結交渉過

程の分析によって，当時，中国で対中外交・軍

事活動に携わっていた日本の外交官・軍人の行

動とその背景を明らかにすることである。本論

文の構成は次の通りである。まず第１章では，

先行研究を概観するとともに，先行研究では見

逃されてきた観点を指摘する。続く第２章で

は，塘沽停戦協定交渉に間接的に関わった外交

担当者の有吉公使，中山北平公使館書記官のそ

れぞれの行動を確認した上で，彼らの対中観を

検討する。そして，第３章では，塘沽停戦協定

交渉のいわば主役である陸軍の担当者に焦点を

当て，それぞれの行動から彼らの対中認識につ

いて見ていく。この章で取り上げるのは，同じ

陸軍内でも正反対の行動を示した永津北平公使

館武官補佐官と根本博上海武官である。おわり

にでは，本論文の議論から導き出されたことを

もとにして，当時の対中政策の問題点について

考える。

第１章　塘沽停戦協定研究の現状

　塘沽停戦協定とは，周知の通り，関東軍によ

る熱河作戦以降の戦闘状態を停戦に導いた軍事

協定であり，1933年５月31日に日中間で調印さ

れたものである。従来，この協定の締結は３つ

の観点から研究されてきた。それはまず第１

に，本協定は日中戦争全体においてどのような

意味合いをもつのか，という観点からの研究で

ある。たとえば，臼井勝美は，塘沽停戦協定成

立で「満洲事変」が終結したという見解を提起

している（［臼井  1983］）。これに対して，江

口圭一は，満洲事変から一貫して，日本側に

は対中国侵略戦争の意図があったとしており，

本協定もそのような観点から捉えている（［江

口  1988］）。第２の観点としては，このような

日中戦争の（非）連続性を問う研究に加えて，

塘沽停戦協定から華北分離工作につながる過程

を重視した研究があげられる。その代表であ

る安井三吉の研究は，日本による華北の支配

が，満洲事変以降軍事的圧力と政治的工作とに

よって繰り返し実行されていたことを明らかに

した（［安井  2003］）。それに加えて，古屋哲

夫は，塘沽停戦協定が親日地方政権樹立の策動

につながったことを明らかにしている（［古屋 

1985］）。第３の観点としては，内田尚孝と坂野

良吉の研究があげられる。内田の研究は，塘沽
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停戦協定から盧溝橋事件勃発までの期間の中国

側の動向や対応にも目を向けたものであり，塘

沽停戦協定とそれを足がかりに成立した梅津何

応欽協定とが，日中全面戦争へと至るプロセス

の中で極めて重要な意味を持っていたと論じて

いる（［内田  2006］）。また，坂野も，日中双

方の史料を使い，日本側（陸軍・外務省）と国

民党側の行動を時系列に表で整理することで塘

沽停戦協定を多角的に検証し，停戦協定締結に

よって対中政策の選択肢が狭まったことを指摘

している（［坂野  2006］）。

　以上，見てきたように，塘沽停戦協定に関

連した研究はすでに複数存在する。しかしな

がら，従来の研究においては，塘沽停戦協定

が締結されるまでの交渉過程や協定の内容，そ

の後の善後交渉の中身にばかり関心が集中して

おり，外務省側の視点が欠如しているように思

われる。つまり，塘沽停戦協定は軍事に関する

事項であるので，軍関係者が協定に関わること

は当然であるが，塘沽停戦協定交渉に外交担当

者も様々な形で関与してきたことがほとんど看

過されている。この外交担当者の関与に言及し

た研究は，管見の限りでは坂野のものを除いて

存在しない。坂野の研究は，塘沽停戦協定に関

わった外交担当者である有吉明公使，そして軍

部と協調してこの協定交渉に関わった北平公使

館書記官中山詳一を取り上げ，ある意味では有

吉と中山の交渉態度が真逆である事実を指摘し

ている（1）。だが，坂野の研究は，事実の指摘に

とどまり，その背景にあるそれぞれの戦略や，

外務本省の思惑などが十分に検討されていると

は言い難い。また，同じ陸軍の中でも停戦交渉

の過程で意見の相違が見られたが，この背景に

ついても言及されていない。本論文では，この

欠落部分を補い，外交官や陸軍関係者の行動に

は相違があったことをより詳細に論じるととも

に，その原因の一端を明らかにしたい。

第２章　�塘沽停戦協定に対する外務省の
態度

２－１　外務省のキーパーソン

　塘沽停戦協定の交渉を見ていく際に，鍵とな

る２人の人物がいる。それは，北平中山詳一書

記官と有吉明駐華公使である。本章では，それ

ぞれの人物と塘沽停戦協定交渉との関わりにつ

いて簡単に論じることから始めたい。

　繰り返しになるが，軍事協定である塘沽停戦

協定は，あくまで陸軍側がその交渉を主導した

ものである。だが，交渉の舞台（華北）の近く

に在勤していた北平の中山書記官は，その過程

を傍観していたわけでなく，陸軍と協調し，交

渉の側面援助をした。同様に，有吉駐華公使も

交渉には直接関わることはなかった。しかし，

有吉の場合には，間接的な関与についてもその

度合いは中山書記官よりも低いと言える。とい

うのも，塘沽停戦協定の交渉舞台が華北であっ

たのに対して，有吉は上海在勤であったからで

ある。とはいえ，有吉公使も塘沽停戦協定締結

までの日中間交渉をただ傍観していたわけでは

ない。彼は，陸軍の作戦や本交渉を注意深く観

察し，陸軍の行動を批判的にとらえていた。さ

らには，その作戦を変更するように外務本省に

意見具申をしたり，中国側の要人と接触するな

どして，間接的に関わっていた。

　それでは，なぜこのような行動の違いが生ま

れたのだろうか。確かに，両外交官の置かれた

地理的状況の差異もその説明要因の１つとなる

であろう。ところが，このような要因だけでは
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説明は不十分である。なぜならば，両外交官は

まったく異なった対中認識をもっており，それ

が両人の行動に影響を及ぼしていると考えられ

るからである。これに加えて，外務本省の（一

見したところでは）矛盾する思惑も両人の行動

に影響を及ぼしていると考えられる。以下で

は，この点について論じることにする。

２－２　中山書記官の対応

　北平の中山書記官が，塘沽停戦協定交渉にお

いて永津公使館附武官補佐官と協調し，対中交

渉を行ったことは先行研究でも明らかにされ

ている通りである（たとえば［内田  2006; 坂野  

2006］を参照）。しかし，中山書記官の行動を

詳細に検討してみると，彼の行動すべてが永津

と協調したものであったとは言えない。この節

では，中山書記官の行動を詳しく追跡してみた

い。

　塘沽停戦協定交渉において，中山書記官が中

心となって進めたのが，第三国による停戦仲介

問題である。当時，中国は停戦に際し，その仲

介を第三国に依頼していた。つまり，中国は，

日中間による直接交渉をできるだけ避けようと

していたのである。これに呼応するかのよう

に，イギリスが停戦にあたっての仲介を務める

用意があると中山に伝えてきた。中山は，この

中国の直接交渉を避けようとする姿勢やイギリ

スからの申し入れにどのように対応したのか。

これについて論じるために，1933年４月の中国

側からの提案について見ておきたい。

　４月に入って停戦の方法の１つとして中国側

から提起されたのが，英米の外交ルートを通じ

た和平交渉である。この英米による和平交渉に

対して，中山は当初前向きな姿勢を見せてい

た。実際のところ，中山は４月19日の午後にイ

ギリス公使を訪問し，停戦仲介の可能性につい

て内意を聞き出そうとしている（2）。この日は熱

河作戦以降，さらに拡大した灤東作戦が，天皇

の意志により中止された日でもあった。同日，

上海では根本武官によって，中国国民党と強い

パイプをもつ実力者の黄郛と停戦の可能性につ

いて，話し合いがもたれた（3）。ところが，それ

から５日後の４月24日にはイギリス公使との面

会に際し，停戦問題については下記のように考

えていることを内田外務大臣に打電している。

　「屢次復電ニ付御承知ノ通リ停戦問題ニ関シテハ
各種要人ノ活動ヲ見ツツアリ然ルニ之等ハ汪精衛
陳公博等ノ反蒋ノ系統ニ属スルカ又ハ華北ニ地盤
ヲ求メントスル于学忠，商震，寵炳勛乃至ハ態希
齢等ノ運動ニ外ナラスシテ停戦問題ハ一面多分ニ
内政的色彩ヲ加ヘ来レルヤノ感アリ我方トシテハ
本問題ニ付軍ヲ指揮スル実権者ヨリ確実ナル意思
表示アル迄ハ之ヲ取リ上ケサル方針ヲ執ルコト

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

機
宜ニ適スト思考ス尚英国公使ト面会ノ節心得ヘキ
点至急御内示ヲ請フ」（4）。（傍点は筆者）

　ここから分かるように，軍実権者から確実な

意思表示があるまでは，停戦について外務側が

取り上げることを避けたいと主張したのであ

る。４月19日段階では，停戦に向けてイギリス

側の動向をさぐるなど，積極的な動きが見られ

たが，４月24日になると慎重になった。さらに，

５月に入ると，中山は軍との協調をより重視す

るようになる。

　５月１日には，再び中山がイギリス公使と会

見する機会が訪れた。その席上では中国との停

戦について，イギリス公使に対し，「支那側カ

充分距離ヲ隔ツレハ協定ヲ用ヒスシテ自動的ニ

戦闘ヲ終熄スヘシト思考ス」という見解を伝え

た。この中山の話を受けたイギリス公使は，ま
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ず，停戦を迎えるために必要となる中国が撤退

すべき距離とは一体どのようなものか，私見で

も構わないので教えてほしい，と応酬した。こ

の質問に対して中山は，「永津武官トモ斯ク立

チ入リタル問題ヲ話シタルコト無キニ付具体的

意見ヲ有セサルモ惟フニ右距離ハ日本政府殊ニ

関東軍ヲ不満足乍ラモ安心セシメ得ル程度ノモ

ノナラサルヘカラス」と答えた。しかし，この

回答に満足できなかったイギリス公使からは，

より具体的なラインを要求する熱心な質問が出

ており，これに対して中山は，「日本政府並当

館武官ト全然関係無キ意見ナルコトヲ念ヲ押シ

タル上支那側カ停戦ヲ欲スルコト明瞭トナル場

合ニハ三河
4 4

，玉田ノ線ヲ延長シタル線以南ニ支
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

那軍撤退スル案ナラハ
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

日本ニ取次クヤ否ヤヲ考

慮スヘシ」（5）（傍点は筆者）と答えることになっ

た。

　イギリス公使との会談の中でも，この時期の

中山は常に停戦交渉における軍の立場を絶対視

していた。確かに，この会談の中では個人的な

意見を述べてはいるが，そのすぐ後に，この発

言の失敗を補う電報を内田外相宛てに出してい

る。それは，以下のようなものである。

　「復電第一九〇号末段ノ地点ニ関スル発言ハ，豫
テノ御訓令ヲ逸脱シ居ルモ

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

，実ハ右晩餐ニ於テ停
戦期ノ持出サルヘキ場合ヲ考慮シ同朝来永津武官
ト熟議ヲ遂ケ同武官ノ慎重ナル考慮ノ結果

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

右線ヲ
暗示スルモ害ナキコトト意見一致シ

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

」（6）。（傍点は
筆者）

　上記のような一連のやりとりからも５月１日

の段階では，中山は永津武官をはじめとした軍

関係者と情報や認識を共有しながら，停戦交渉

を含めた対中政策や対中交渉を行なっていたこ

とが推察できる。というのも，本人も認めるよ

うに「訓令を逸脱」した場合であっても，武官

との「意見の一致」が存在する限り許容される

と考えていたことが先の電報からはうかがえる

からである。そして，このような中山の態度

は，５月10日の永津武官から関東軍参謀長に宛

てた電報に，各国公使への対応ぶりとして「小

官及中山ハ腹ヲ合セテ儼然タル応酬ヲ続ケ来

リシ」（7）との記述が見られるほど徹底したもの

だったと言える。

　しかしながら，そうした中山の態度に変化が

あらわれた場面がある。それは，５月16日に許

卓然を往訪した際のことである。この時，中山

は，以前，イギリス公使に話をした停戦協定案

を話題にあげた。そして，許に対して，その諾

否の感触を問うたのである（8）。

　以上，４月19日から５月16日までの中山の第

三国停戦仲介問題に対する対応ぶりを見てきた

が，ここから分かるのは，中山はその対応を時

期や状況によって変えることに躊躇しない，と

いうことである。中山の変化をもう一度まとめ

ておこう。中山の最初の変化は，４月に見られ

た停戦への積極的な姿勢から，永津武官と協調

して戦闘状態を維持する姿勢に移ったことであ

る。この原因は，北平公使館で共に仕事をする

ことが多い永津の影響からだと推察できる。中

山が４月19日にイギリス公使を往訪した同日，

上海では停戦に向けて根本武官が黄と会見を

もったことを先に述べた。また，後で詳しく述

べるように，根本はその後，黄との停戦交渉に

臨んだが，この行動に対して，永津武官補佐官

や天津特務機関，関東軍は強く反対している。

停戦交渉を進める根本武官への反応などを見な

がら，中山は，軍との協調政策をとるほうが，

対中政策上妥当だと判断したのだと考えられ
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る。次に，陸軍との協調が見られた後の態度に

注目したい。５月以降，永津と共同歩調をとっ

ていた中山の態度に変化があったのが，５月16

日の許卓然との会見の場であった。その変化と

は，再び第三国の停戦仲介をさぐるような態度

に変わったことであった。このような態度に変

わったのは，会見が行われる前の５月13日，15

日に武藤関東軍司令官が出した命令が原因であ

ると考えられる。武藤関東軍司令官は，13日に

は関東軍の進撃限度を明示し（9），続いて15日に

は，停戦の意志があることを表明するに至っ

た（10）。こうした関東軍側の情勢判断があった

がゆえに，中山はそれまでとは態度を変え，停

戦の方法を検討すべく対応したのだと考えられ

る。

　だが，今回の停戦交渉自体が，関東軍として

は「軍独自の立場に於いて処理すべきもの」（11）

であり，「純然たる作戦行動の一部たるに鑑み

其交渉は関東軍自ら之に当り軍部外第三者の容

喙を許さず」（12）という立場であったがゆえに，

中山はそれ以上の行動には出ることはなく，こ

の後も「小官ハ中山ト一体トナリ硬軟併セ用ヒ

何トカシテ御訓令ノ真意ニ添フヘク努力中」（13）

とする永津と一体となり，塘沽停戦協定締結ま

で永津をサポートし続けた。

　後で永津については詳しく述べることになる

が，５月13日に武藤関東軍司令官から出された

進撃中止の命令に対して，永津は強く抗議を行

い，更に中国側に対して一撃を加えることを主

張していた。永津は，終始，対中政策について

強硬な意見をもち，行動にもあらわしていた。

こうした永津と共に行動することの多かった中

山は，永津に配慮せざるをえず，外交交渉の選

択肢が狭められていたことが推測できる。だ

が，要所で行動の変化が見られたように，中山

は停戦の重要性をよく認識していた。そして，

第三国を介しての停戦にも対応できるよう，陸

軍に配慮しながらも裏面で準備を進めていたの

であった。

　また，捕捉しておきたいのが，この中山の行

動は常に内田外相の支持を得ていたということ

である。内田外相は，停戦までの作戦（14），そ

して協定の内容の決定（15）に至るまで永津との

連携を常に要求していた。これは，昭和７年８

月27日に決定された「国際関係より見たる時局

処理方針案」の別紙甲号（対支那本部策）の

（二）にあらわれている「山東及北支ニ於テハ

差当リ前記ノ如キ危険（イ）（ロ）ノ地方ヨリ

モ甚シト認メラルルヲ以テ出来得ル限リ平静ヲ

保持スルニ努ムヘク右ニ付テハ外務及陸海軍出

先官憲ニ於テ特ニ協調努力スルコト」（16）をまさ

に実行しているに過ぎない。ゆえに，中山は，

この塘沽停戦交渉だけを見れば，当時の外務

省，そして陸軍の方向性を忠実に遵守しながら

も，第三国の仲介というもう一つの道も残して

外交を行うことができたと評価できよう。しか

しながら，外務省と陸軍の方向性に柔軟性がな

く，選択肢も狭まっていた点に問題があったこ

とは否定できない事実である。

２－３　有吉駐華公使の対応

　この節では，上海の日本公使館にいた有吉

明駐華公使を取り上げる。２－１で述べたよ

うに，有吉公使は，塘沽停戦協定交渉に直接

関わることはなかった。しかし，陸軍による停

戦協定の交渉を観察する中で，今後の日中関係

を非常に案じるようになった。そこで，彼は近

い将来のために今できることは何であるか，そ
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して，これからの日中関係にとって何が大切に

なるか，という点を分析し，外務本省に意見具

申をしたのである。本節では，有吉の一連の行

動を分析して，彼が何を日中関係の鍵と見たの

か，また，問題点がどこにあると考えたのかを

明らかにしたい。それに立ち入る前に当時の情

勢を確認しておこう。

　満洲事変以降，塘沽停戦協定が結ばれる直前

までは，関東軍による熱河作戦，そしてその延

長線上にある長城線関門付近での戦闘，さらに

は灤東作戦が行われ，日中関係は大変な緊張の

ただ中にあった。こうした両国間の関係におい

て，国民党が対日外交の方針転換を表明した。

それは，具体的には，次の２点である。第１に，

蒋介石が1932年５月に「安内攘外」をスローガ

ンとして掲げたこと，そして，1933年の３月に

は汪兆銘を行政院長に復帰させたことである。

これは，日本に対する妥協政策をあらわしてい

るといえる。そして，第２に，華北における対

日窓口機関として行政院駐平政務整理委員会を

立ち上げ，５月３日にはその委員長に親日派と

見られた黄郛を就任させた。この黄に対して，

有吉は対中関係改善のキーパーソンとして大き

な期待を抱いていた。たとえば，黄の就任が発

表された５月３日に，黄就任の報道による反中

運動の発生を懸念した有吉は，日本における新

聞通信等の論評を禁ずる方策をとるよう依頼し

た電文を内田外相宛に送っている（17）。

　事実，有吉は，華北においても黄が日中交渉

の窓口となり，日中関係の関係改善につながる

ことを期待していたが，すぐにそれが実現する

ことはかなわなかった。当時，日中の戦闘状態

が危険なレベルにあることから，黄が華北に北

上することはできず，上海で待機する日々が長

く続いたからである。しかし，５月12日になる

とようやく華北へと移動する時期が訪れた。移

動の見通しが立った黄に対して，有吉は黄の援

護を求める電文を内田外相に送った。それは以

下のものである。

　「帝国トシテハ此ノ際黄郛ヲシテ前記ノ如キ使命
遂行ノ為手腕ヲ振フノ余地ヲ與ヘ其ノ結果如何ニ
依テハ之ヲ契機トシテ両国関係改善ニ協力スル事

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

得策ナルヘク
4 4 4 4 4 4

之カ為今暫ク静観的態度ヲ執リ平津
地方ニ於ケル所謂軍ノ陰謀ノ如キモノカ世上ニ喧
伝セラルル事無キ様中央及出先ニ於テ充分ニ手配
スルト共ニ関内ニ於ケル軍事行動ハ国境ノ安全確
保上絶対ニ必要ナルモノ以外之ヲ避クル事頗ル肝
要ト存セラル日支関係ノ将来及国際関係ノ全局ヨ
リ見テ現下ノ情勢カ極メテ機微ナルモノアリ右ハ
既ニ御考量中ノ事ト存セラルルモ卑見申進ス」（18）。

（傍点は筆者）

　つまり，黄がその手腕を発揮することが両国

関係改善につながると考えた有吉は，日本軍の

悪評判がたたないようにすること，そして，軍

事行動はなるべく避けることが求められると訴

えたのだ。とりわけ，有吉は，軍部の策動の中

でも，天津特務機関による謀略を危険視してい

た。天津特務機関は，機関長である板垣征四郎

のもと，張敬堯，石友三，張作相，呉佩孚ら旧

軍閥中の有力者を買収して，反蒋介石の親日地

方政権を作ることを企図した。結果だけを見れ

ば新政権が誕生するまでにはいたらなかった

が，この過程で日中関係をさらに悪化させるよ

うな小事件を発生させ，中国側に多大な恐怖感

を与えている（19）。有吉は，こうした特務機関

のやり方について，次のように強く批判してい

る。

　「最近同方面ニ於ケル多数以外ノ出来事及須磨カ
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出先官憲特ニ軍部ニ付確メタル処等ニ依レハ右運
動ハ国民党否認ノ方針ニ基キ華北ニ於ケル独立政
権ノ樹立ヲ誘導スルカ為ニ行ハレ居ル処ナルカ斯
クノ如キ計画カ仮ニ一時成功スルモ之カ保護及政
策指導ノ為ニハ相当ノ兵力ヲ常駐セシムルコト絶

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

対ニ必要ナルノミナラス
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

右政権ハ支那本部ト絶縁
スル為帝国トシテハ財政上絶大ノ負担ヲ増スハ

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

勿
論ノ如キ事態ノ出現ニ依リ満洲国成立ニ伴フヨリ
モ更ニ困難ナル国際関係ニ立ツヲ覚悟セサル可カ

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

ラサルハ
4 4 4 4

勿論之ニ依リ華北以外ノ支那本部ニ対ス
ル関係ハ極度ニ悪化シ日支関係ノ調整ハ全ク絶望
トナル可シト存セラル」（20）。（傍点は筆者）

　このように，国民党を否認する軍部がおこな

う新政権樹立工作は，日本の軍事的・財政的負

担の観点と国際関係の観点から見て問題があ

る，と訴えることで，特務機関を痛烈に批判し

たのである。また，同じ電文の中で，繰り返し，

黄を中心とする事態収拾策に好意的態度を示す

とともに，そのことが中国側の対日態度転換を

助長すると主張している。そして，国民党政府

が黄を用いて北方の国民党を改善させること，

また，排日禁止政策の採用を誘導させることを

期待しているとも述べている（しかし，その政

策誘導はまた別の機会に譲るべきである，とい

う意見も付け加えている（21））。

　いずれにしても，有吉は，親日政権樹立工作

に腐心する天津特務機関とは違い，国民党を相

手にして対中関係を再構築することを目指して

いた。そのために，国民党と強いつながりがあ

る黄を最初の交渉の相手とすることで，日中関

係の改善につながると考えていたのである。こ

うした有吉の考えは内田外務大臣にも報告され

ており，内田外相からほぼ同じ意見であるとの

返電もあった（22）。

　これまで見てきたように，中山と有吉の行動

は，目指す方向性において矛盾したものであっ

た。簡単に言えば，中山は陸軍と連携して事に

当たり，陸軍の方針転換に合わせて行動を変化

させていた。それに対して，軍部に批判的で

あった有吉は，陸軍の目指すものとは相反する

行動をとった。つまり，対中認識を陸軍のそれ

と一致させるか否かによって両人の行動に違い

が生まれたと言える（これは，本協定の締結が

軍事的な事案であったことの当然の帰結であ

る）。

　しかし，ここで注目すべきは，各々の行動は

内田外相から同意を得ていたことである。もち

ろん，任地が異なれば，受ける命令も異なった
4 4 4 4

ものとなる
4 4 4 4 4

ことはある。ところが，同一の
4 4 4

事案

において，ただ異なっているだけではなく，矛
4

盾した
4 4 4

命令を受けることは通常はない。ゆえ

に，その目的において矛盾した行動に本省から

同意が示されることは，当時の外務本省内部に

おける意見の対立の存在，あるいは外務本省の

二面的外交政策の存在を強く示唆するものであ

る（このことを完全に論証するには当時の外務

本省の勢力図を詳細に分析する作業を必要とす

るが，本論文ではこの作業を行なうことはでき

ない）。次章で見るように，陸軍においてもこ

うした意見の対立ないし二面的政策は見られた

のであり，その中のいわば強硬派と対中認識を

一致させていたことが中山の特徴であったと言

える。

第３章　�塘沽停戦協定締結に対する陸軍
の態度

３－１　陸軍のキーパーソン

　次に，塘沽停戦協定の締結まで主導的な役割

を果たした陸軍に注目したい。陸軍内でも行動

の違いが見られた。それは次の２つに分けられ
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る。第１に，できるだけ満州国の版図を拡大す

るよう，関東軍による攻撃を続け，停戦には消

極的な姿勢をとる立場であり，第２に，停戦に

積極的である立場である。前者の立場の代表的

人物としては，北平の中山書記官と行動をとも

にした永津佐比重公使館附武官補佐官があげら

れ，後者の代表としては，上海で黄らと停戦の

機運を盛り上げた根本博上海駐在武官があげら

れる。なお，永津と根本の行動は，交差する点

も多いため，本章では個別に論じることはせ

ず，彼ら２人の行動を一括して追った上で，そ

れぞれの行動について考えることにする。

３－２　永津と根本の対中姿勢

　まずは，２人の経歴に簡単に触れておくこと

にしたい。永津は，明治44年に陸士，大正９年

に陸大を卒業後，大正11年８月支那駐屯軍司令

部付，大正12年３月支那駐屯軍参謀，昭和３年

３月には支那研究員を経て昭和６年１月から８

年５月まで公使館附武官補佐官を務めた。その

後も中国関係の仕事を担当することが多かっ

た。戸部良一は，自身の研究の中で永津を「新

支那通」と定義している（23）。この是非につい

ては本論では触れないが，事実として中国での

勤務が多かったことは否定できないであろう。

　次に，根本であるが，明治44年陸士，大正

11年に陸大を卒業後，12年には参謀本部付勤務

（支那班），15年参謀本部付で支那研究員，昭和

２年軍務局課員（支那班），昭和４年参謀本部

員（支那班長），昭和７年８月から参謀本部付

上海武官，昭和８年７月から支那駐屯軍司令官

付兼参謀本部付となっている。こうした経歴か

らも分かるように根本も永津と同じく，中国に

関わる仕事が多かった人物である。また，この

２人は陸士の同期でもあった。

　さて，経歴では似た点のある２人であるが，

本交渉においてはその姿勢が真逆であった。塘

沽停戦協定の雰囲気が醸成され始めた４月から

２人の姿勢を追跡することにしよう。

　その雰囲気の醸成は，上海の根本武官の一連

の働きかけから始まった。第２章でも触れたよ

うに，根本は，４月19日に黄，そして黄と同じ

く親日派と目されていた張群と会談をもった。

この会談では，停戦協定の内容にまでは踏み込

んでいないが，日本側の意志を探るような談判

がなされた。この談判の具体的な内容は，次の

通りである。まず根本は，華北の戦況について

の連絡については，蒋介石や何応欽から平津に

いる日本軍当局を窓口にして行うよう求めた。

これに対して，張群からは，「一両日中ニ蒋介

石ニ面会シテ進言スヘシト云ヘリ就テハ北平辺

ニテ何応欽ヨリ永津中佐ニ連絡ヲ求メ来ルヤモ

知レサルモ其際ニハ根本ハ新京或ハ天津ニ行キ

タル体ニ応酬シ置カレ度」（24）との返答があり，

停戦の際のパイプ役を根本に依頼するかのよう

に語っている。また，その後の４月27日から29

日にかけて中国側は陳儀を交渉役とし，根本の

もとを来訪させた。根本は中国側が停戦に向け

て熱心であるとの判断を下し，小磯国昭関東軍

参謀長に対し，停戦に向けて動き出すために関

東軍の追撃を中止するように意見を具申してい

る（25）。

　しかし，この上海での日中停戦に向けての動

きに対して，関東軍，そして，北平の永津公使

館附武官補佐官，天津特務機関長の板垣征四郎

は強く反対した（26）。捕捉をしておくと，関東

軍は，停戦について，全面的に反対というわけ

ではなかった。同軍参謀部第二課（情報課）は，
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停戦に前向きな反応を示したが，同軍参謀部第

一課（作戦課）が強く反対することで，結果的

には作戦課の意見が通ることとなったのであ

る。

　この章のもう１人の研究対象である永津は，

同時に進められていた中国側による第三国和平

仲介交渉に合わせて，次のように述べている。

　「従ツテ停戦ハ英米ト共ニ蒋介石ヲ有利ニ支持シ
再ヒ排日ノ勢力ヲ恢復セシムル努力ニ等シキコト
明カナリ……有田外務次官ガ仏国大使〔マルテル〕
ニナセシ答弁ハ関東軍支ハ那（原文ママ）側カ眼
前ノ打合ヒサヘ止メテ呉レルナラハ夫ニテ満足ス
ルカ如キ印象ヲ与ヘシハ何タルコトソヤ　関東軍
モ亦上海ニ対スル返答ニ於テ密雲三河ノ線ヲ更ニ
譲歩シテモ宜シキヤノ印象ヲ与ヘラレタリ　斯ク
テハ密雲三河ノ線サヘ実現出来サルコトトナル原
因ヲ日本自ラ作ル次第ト考フ関東軍ハ苦シクトモ
今暫ラク辛抱アリ度東京モ多方面モ今一層蒋介石
ノ路線ニ注意アリ度」（27）。

　つまり，今，停戦を受け入れることは蒋介石

に有利となるため，再び排日勢力を増長させる

ことになると述べ，関東軍は現在苦しい状況で

も，それを辛抱して追撃する必要があることを

主張しているのである。

　結局，この時点での停戦交渉は一時中断し，

５月３日には第六・第八両師団等に対して関内

作戦が発令され，関東軍による関内進撃が再び

行われることになった。根本は，自身が担当し

た停戦交渉から，今回の関内作戦発令までの過

程を次のように見ていた。

　「参謀本部天津機関北平武官より反駁的電報を受
領するに方り掌を返すが如く「目下ノ醸成ニ於テ
ハ軍ハ差シ当リ停戦ニ応スル意志ナシ」とは余り
に甚しき豹変なり軍の権威に関す特に此の電報を
受領せし上海武官は軍の豹変を冷笑すべしとて反

対せしが遂に課長之を承諾連帯せり」（28）。

　その後，関東軍による関内作戦は破竹の如き

勢いを示し，平津地方は極度の混乱状態に陥っ

た。この間にも根本武官は中国側との連絡を取

り続けたとはいえ，停戦交渉の状況が大きく変

わったのは，武藤関東軍司令官から関東軍の進

撃限度が明示され（５月13日），停戦の意志が

明らかにされた15日になってからである。

　日本の停戦への意向を了解した黄は，まずは

秘書の李擇一を北平にいる海軍の公使館附武官

補佐官藤原喜代間のもとに派遣した。そこで李

は藤原を訪ね，藤原武官補佐官は李を永津武官

補佐官に紹介するとともに，藤原自身も黄と会

見するなどした。これが停戦協定締結の端緒と

なった（29）。その後，５月22日には関東軍参謀

から永津武官補佐官に対して，正式に停戦交渉

を区処するよう命令が下り（30），５月31日には

正式調印の運びとなったのである。

　以上，停戦までの道筋について永津と根本の

行動を中心にたどってきた。ここで問うべき

は，キャリアにおいても当時の任地においても

似ている永津と根本は正反対とも言える姿勢を

なぜ示したのかということ，要するに，なぜ永

津は停戦に反対し，根本は停戦に積極的であっ

たのかということである。以下ではこの問題に

ついて考えてみたい。

３－３　陸軍の対中観

　永津は，５月13日に関東軍の進撃限度が明ら

かにされたのち，日中関係の今後の展開とし

て，最終的には，黄らの親日派を懐柔し，親日

政策を行う必要性を強く主張した。これは有吉

ら一部外交官が主張してきた従来の作戦に反対
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していることを示している。その作戦とは，関

東軍の引揚後に停戦を実行し，黄（そして蒋介

石）との交渉によって華北の日中関係改善を行

うことであった。永津がこの方策に異を唱えた

のは，北支中央軍に一大痛撃を与え，上海戦の

際に見られたような日本軍に対する軽蔑を一掃

することによってのみ排日の絶滅を保障するこ

とができると考えたからである。また，停戦は

時期尚早であり，「要スルニ関東軍ハ第六師団

ヲ古北口方面ニ増加スルトモ恐怖スヘキ最後ノ

一撃ヲ密雲ニ加フルヲ要ス」とも述べている。

永津は，このような作戦の下，恐怖状態にある

北平軍事分会委員長何応欽を巧妙に指導してこ

そ，無力な黄一派も日本側の支援により真に偽

りなき親日政策をとることができると考えた。

こうした考えをもとにして，中途半端な日本側

の策動は排日を助長し，ついに大出兵のやむな

きに至ることは明らかであるとも主張してい

る（31）。

　こうした永津の強硬策とも言える主張とは反

対に，根本は停戦の交渉担当者として停戦にか

なり前向きに取り組んでいた。実際のところ，

根本は，停戦交渉が始まる前の３月15日の段階

ですでに中国に対して宥和的な姿勢を示してい

る。それは，具体的には，関東軍に対して華北

に対する謀略を中止するよう呼びかけたことか

らも明らかである（32）。

　根本の対中宥和政策や停戦交渉は，黄の存在

なしにはあり得ないものであった。実は，根本

は黄と以前からパイプがあり，黄を知っていた

からこそ，黄を頼りとして停戦交渉が始められ

たとも言える。この根本と黄の出会いについて

簡単に説明しておこう。

　根本と黄が初めて面会したのは，1932年10月

21日のことであった。この会見は，当時，「満

洲国」の承認問題について会見するために黄の

もとを訪れていた陸軍鈴木貞一軍務局満蒙班長

の紹介によって実現した。この時の顔合わせ

が，塘沽停戦協定で重要な役割を果たすことに

なる。たとえば，塘沽停戦協定交渉の背後に

は，鈴木がいたことが確認されているし（［沈  

1980］），日本側の史料からも明らかである。交

渉当時，東京にいた鈴木は，頻繁に西園寺公望

元老周辺と接触しており，塘沽停戦協定の見通

しについて意見を述べている。停戦の機運が熟

してきた５月19日には，鈴木から報告を受けた

元老の秘書である原田熊雄が，西園寺元老に対

して，次のような話をしている。

　「大體支那の問題は纏まるやうな様子です。とい
ふのは，停戦状態に進むことが可能であり，現に

4 4

陸軍の鈴木中佐と黄郛との間に幾多の交渉があり
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

，
ひそかに議が纏まる氣運でありましたが，これを
發表することは絶對にしないやうにしてゐます。
また外務當局も陛下と協同して，適當に氣運の熟
するのを待つてゐるやうであります」（33）。（傍点は
筆者）

　ここで述べられていることからも，鈴木が停

戦交渉のキーマンの１人になっていたことがわ

かるであろう。また，鈴木は蒋介石の対日宥和

策に期待を持っていた面もあり（34），中国に対

して宥和策を主張していた根本と近い対中認識

を持っていた。これに加えて，この２人は一夕

会に所属していたことも指摘しておこう。

　さて，これまで主に陸軍側の３人の行動を中

心に確認してきた。停戦交渉の窓口になってい

た根本，その背後にいた鈴木，そして彼らとは

異なる行動をとっていた永津である。特に，同

じ参謀本部に所属していながら違う行動をとっ
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ていた永津と根本の行動をどのように考えたら

よいのであろうか。

　ここで，停戦交渉の初期の鈴木の発言に注目

したい。５月３日，鈴木は，原田熊雄に対して

次のように語っている。

　「……漸く最近になつて，黄郛も，蒋介石の懇望
によつて北支那における政治分會の會長になるら
しく，そろゝ彼も動きだすかと思はれる。この好
轉の機を捉へて，日本でも，外務省，陸軍，相協
力して，人を以て話を進めてゐるが，しかし一方
においては，長城方面でいつ何時でも出撃できる，
といふ一種の威嚇は，絶えずこれを暗示しておく
必要がある。先ごろ發表された陸軍の重大聲明に
しても，やはりその脅しの一手で，必ずしもあの
通り實行するつもりはない。そのくらゐにしてお
かないと，とかく支那人はつけ上がるからだ」（35）。

　上記の発言を見ると，鈴木は対中政策におい

ては一種の威嚇も作戦上やむなしと考えている

ことがわかる。言い換えれば，鈴木は一種のア

メとムチを用いる必要性を説いており，このア

メとムチがそれぞれ根本の停戦交渉と永津の関

東軍進撃勧奨とに対応している。それでは，こ

の対応は偶然だろうか。率直に言えば，この永

津と根本の行動の背後には（鈴木の働きかけを

介した）陸軍中央による作為が存在したのでは

ないか。史料の不足によってこの問題に完全に

答えることはできないが，少なくとも次のよう

に述べることはできる。すなわち，陸軍は，根

本のような宥和策を積極的に排除しなかった
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

こ

と，むしろ，そうした政策に利益を見出すこと
4 4 4 4 4 4 4 4

もあった
4 4 4 4

ということである。まず，根本のよう

に宥和政策を主張する人物が陸軍において要職

にとどまることができたという事実は，積極的

に排除されていたのではないことを示してい

る。次に，利益を見出すこともあったという点

については，陸軍中央部の一部は，強硬的な姿

勢と穏和な姿勢の二面的対中政策を採用してい

たことから推測される。その二面性は，参謀本

部第二部長であり，陸軍の中でも強い影響力を

持っていた永田鉄山の対中姿勢に典型的に見ら

れる。彼は，一方では天津特務機関の板垣に反

蒋介石政権樹立のために資金を与えながら（36），

国民党に対する宥和性の余地も残す（37）など，

策を使い分けていた。こうした事実や先に引用

した鈴木の発言から，二面的な対中政策が採用

されていたことが推測される。したがって，た

とえ永津と根本はそれぞれの対中認識のもとで

個別に事態に対応していたとしても，結果的に

陸軍中央の意向に沿うものとなっていたのであ

る。

　もちろん，陸軍中央部は陸軍内にさまざまな

意見があることをよく知っていた。しかし，陸

軍の多数派は，異なる意見であっても収束させ

ることができると信じていた。というのも，２

つの最終的な目的においては一致していると信

じていたからである。それはまず第１に，最終

的な停戦の必要性，第２に，華北における親日

派の懐柔工作である。実際のところ，３人とも，

停戦後，黄などの親日派を用いて華北政策を行

うことを考えていた。しかし，その相手として

鈴木，根本は黄を第一候補としていたが，永津

などは張作相なども考えていたようである。ま

た，第１章の有吉の節でも触れたように，天津

特務機関が行った親日政権樹立工作ではその対

象を黄としていない。陸軍内でも親日派懐柔工

作の相手をどうするかという点では意見が分か

れるが，親日派を育成しようとした点において

は一致していた。

　塘沽停戦協定の善後交渉あたりから華北分離



127塘沽停戦協定の研究

工作が徐々に進展する。この華北分離工作は，

華北にいる親日派をその交渉相手として進めら

れたが，塘沽停戦協定を結んだ1933年の時点に

おいて陸軍は，その意図を確実に持っていた。

それは，塘沽停戦協定交渉における関東軍の停

戦要領にも見られる。

　「北支那ニ親日満政権ヲ樹立スルハ満洲国ノ鞏化
確立上最モ必要トスル所

4 4 4 4 4 4 4 4

ニシテ之ヲ目的トスル北
支施策ノ成功ハ素ヨリ希望スルモノナリ然レトモ
其成功を待タンカ為停戦ノ協定ヲ遷延シ関東軍ヲ
永ク現在状態ニ置クコトハ軍トシテ絶対ニ避ケタ
シ」（38）。（傍点は筆者）

　この時点で，少なくとも満洲事変以後の対中

政策の大枠は決まっていた。そして，華北を中

国から分離させるこの行動が，日中全面戦争の

１つの要因となったことは，後の歴史が示す通

りである。

おわりに

　満洲事変後の大規模な戦闘状態は，1933年の

塘沽停戦協定によって終息を見ることとなっ

た。本論文では，この塘沽停戦協定を１つの手

がかりとして，外交官，そして陸軍のそれぞれ

が停戦や対中関係の構築についてどのように考

え，行動していたかを確認してきた。外交官で

もその立場や行動に相違があり，陸軍内でも対

応には違いが生じた。ただ，外交官と陸軍の間

で一致していた点がある。それは，今後の日中

関係構築にあたり，中国の親日派との交渉を重

視していた点である。有吉公使は，国民党とつ

ながっている黄を援助し，対中関係の改善や構

築を目指していた。有吉の対中観で注目すべき

は，対中交渉の相手を国民党と無関係な親日派

とするのではなく，あくまでも国民党や蒋介石

とパイプがある黄をその相手としていた点であ

る。

　これに対して，陸軍の根本や鈴木は蒋介石と

のつながりがある黄との関係を重視してはいた

が，関東軍や永津は，華北にいる親日派を支援

し，親日政権樹立のための基盤を作ろうとして

いた。有吉，陸軍とも日中間の関係構築にあた

り，親日派との提携を目指すところは同じで

あったが，同床異夢といってもよいであろう。

また，今回，取り上げたもう１人の外交官に中

山がいる。中山は，永津との連携をはかるとと

もに，あくまで外務省からの訓令や外交方針に

のっとり交渉をしていた人物であった。実は，

この外務省の外交方針中にも中国の親日派に関

する項目が存在した。それは，「最近支那本部

ニ於ケル地方政権ノ分立状態ハ益々顕著トナル

傾向アル処我方ニ於テハ右政局ノ推移ヲ注視シ

ツツ比較的穏健ナル態度ヲ執ル政権ニ對シテハ

成ル可ク其ノ立場及面目ヲ尊重シ或ハ進ンテ好

意的態度ニ出テ我方ニ有利ニ誘導スルコト
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

　各

種案件ハ事情ノ許ス限リ各地方政権トノ間ニ実

際的解決ヲ計リ以テ事端ノ発生ヲ避クルニ努ム

ルコト」（39）（傍点は筆者）とあるように，親日

政権や親日派の支援を推進するものであった。

この外交方針からしても，永津と連携をとり停

戦協定の側面交渉にあたっていた中山の行動

は，外交官としては妥当なものであったと言え

る。言い換えれば，軍部との協調路線は当時の

外務本省の１つの
4 4 4

潮流を示していたのである。

これに対して，有吉の場合には，軍内部の融和

政策推進派（鈴木・根本）と連携することはな

く，陸軍に批判的な姿勢を示していた点に特徴

がある。こうした有吉の姿勢に同意を示してい

た外務本省についても陸軍内部と同様に二面的
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政策の存在をうかがわせるものであることは２

章末尾で述べた通りである。外務本省の意図が

何であれ，親日派や親日政権の支援政策を最大

の外交方針としていたことは明らかである。そ

して，その外交方針が，1935年から活発化する

華北分離工作，そして，その先の盧溝橋事件に

はじまる日中全面戦争を後押ししたものになっ

たことも確かである（華北分離工作は，陸軍が

主導となって行ったものはあるが，外務省も黙

認していたように思われる）。このような「後
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についても異なった面が見えてくるが，これは
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